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2 　後期基本計画策定の趣旨
　第 6次宇都宮市総合計画は，「基本構想」「基本計画」「実施計画」から構成されています。
　「基本計画」は「基本構想」に定めた2050年の「将来のうつのみや像（都市像）」を実現するために必要な取組を
具体的・体系的に明らかにするものであり，平成30（2018）年から令和 9（2027）年までの計画期間を前期と後期
に分け，令和 4（2022）年度に前期基本計画の計画期間が終了する時期に社会経済状況の変化等を踏まえ，必要に
応じて見直しを行うこととしています。
　この間に，人口減少・人口構造の変化をはじめ，Society5.0 ※ 1やデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ） ※ 2等
のデジタル技術を取り巻く環境の変化，ＳＤＧｓの達成に向けた脱炭素社会構築の要請などの社会潮流のほか，新
型コロナウイルス感染症の影響や台風等の自然災害の激甚化など，本市を取り巻く環境は大きく変化し，市民が抱
える課題やニーズも複雑化・多様化しています。
　このような社会情勢の変化や前期基本計画の 5年間の取組の達成状況をはじめとする本市の現状を踏まえ，2050
年の「将来のうつのみや像（都市像）」を実現するための方策を見直し，より効果的かつ効率的な政策及び施策を構
築することを目的に後期基本計画を策定しました。

1 　総合計画とは
　総合計画は，宇都宮市の都市経営の最上位の方針となるものであり，市民・事業者・行政などの構成員が一体と
なってまちづくりに取り組むため，その基本的な考え方や目指す将来の姿を示した，まちづくりの指針となるもの
です。
　本市においては，平成30年 3月に「第 6次宇都宮市総合計画」を策定し，「基本構想」に定めた2050年の「将来の
うつのみや像（都市像）」である「輝く人の和　つながるまちの環　魅力と夢の輪　うつのみや」の実現に向け，各
施策・事業に取り組んでいるところです。

策定の目的1

※ 1　Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより，経済発展と社会的課題の解決を両立す
る人間中心の社会。内閣府の第 5期科学技術基本計画において，我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱
※ 2　デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）：デジタル技術の活用による新たな商品・サービスの提供，新たなビジネスモデルの開発を通して，社
会制度や組織文化なども変革していくような取組を指す概念
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（ 1）基本構想
　目標年次：2050年を目標年次とします。

（ 2）基本計画
　計画期間：前期 5年，後期 5年の計10年間（平成30（2018）年度から令和 9（2027）年度まで）とします。後期
基本計画の期間は，令和 5年度から令和 9年度までの 5年間とします。

（ 3）実施計画
　計画期間： 3年程度とします。なお，社会経済の状況や事業の進捗状況，財政状況などを勘案しながら，毎年度
見直しを行います。

実施計画

●基本計画
基本構想で定めた目標を実現するための具体的な
取組を体系的に示したもの
【５～１０年程度の中期計画】

個別
分野別計画

総合計画の構成イメージ

補
完

前期基本計画 後期基本計画

５年間

毎年度見直し

基本構想

基本計画

●基本構想
宇都宮市が目指す都市像とそれを実現するための
取組の基本方向を明らかにしたもの
【中長期的な構想で，市議会の議決を経て決定】

●実施計画
基本計画や個別分野別計画で示された取組の具体
的な進め方を明らかにしたもの
【３年程度の短期計画で，毎年度見直し】

2018年 2023年 2028年 2050年 

2050年を目標年次とします 

５年間
 平成30(2018)～令和４(2022)年度 令和５(2023)～令和９(2027)年度

目標年次と計画期間2
　第 6次宇都宮市総合計画は，「基本構想」，「基本計画」，「実施計画」で構成します。
なお，この計画書では，「基本計画」を掲載し，「実施計画」については，別途作成することとします。

（ 1）基本構想
　「基本構想」は，総合的で計画的な行政運営を図るため，目指すべき「将来のうつのみや像（都市像）」や，まち
づくりの基本方向などを示すもので，“宇都宮市におけるまちづくりのビジョン（未来像）” です。

（ 2）基本計画
　「基本計画」は，基本構想で定めたまちづくりの基本方向に即して，「将来のうつのみや像（都市像）」を実現する
ために必要な基本的取組を示すもので，“宇都宮市におけるまちづくりのプラン（手段・方策書）” です。

（ 3）実施計画
　「実施計画」は，基本計画に掲げた取組の具体的な進め方を示すもので，“宇都宮市におけるまちづくりのプログ
ラム（実行予定表）” です。

計画の構成1
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　総合計画における取組の方向性とＳＤＧｓの理念や目標は概ね合致しており，計画に掲げられた「 6つの未来都
市」の実現に向けて，構成する基本施策・事業を推進することにより，ＳＤＧｓの達成にも貢献するものと考えら
れます。
　本計画では各政策目標の達成に向けた取組が，どのＳＤＧｓに寄与するかを明らかにして，持続可能なまちづく
りを進めていきます。

　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは，2015年 9 月の国連サミットで採択された2016年から2030年までの
国際目標です。持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成され，地球上の誰一
人として取り残さないことを誓っています。ＳＤＧｓは発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユニ
バーサル（普遍的）なものであり，日本としても積極的に取り組むとともに，本市においては，「ＳＤＧｓ未
来都市」として，全庁を挙げてＳＤＧｓを推進しております。

ＳＤＧｓとは

本計画とＳＤＧｓとの関係4
　本計画は，デジタルの活用により新たなまちの活力を創出し，周辺市町を含めた圏域の発展を図る「スーパース
マートシティ」を「地域ビジョン」とし，その実現を目指すものであるとともに，分野別計画の政策・施策に各種
指標を設定するなど，「地方版デジタル田園都市国家構想総合戦略」としての要件を満たしていることから，本計画
は「宇都宮市デジタル田園都市構想総合戦略」を包含する計画として一体的に策定し，効果的・効率的な事業推進
を図ります。
　また，本計画では，「スーパースマートシティ」の原動力である「人」づくりとして，次世代育成・少子化対策の
強化を図るとともに，分野別計画において，新たに移住定住の促進を図る政策を位置付けており，より一層人口減
少や人口構造の変化に対応したまちづくりを強化しています。

本計画と地方版デジタル田園都市国家構想総合戦略の一体的な策定3

■一体的な策定のイメージ

 
総合計画 

まちづくりの基本となる計画   
 

基本構想 

宇都宮市人口ビジョン  前期基本計画  

即す 
整合 

見直し  

見直し   
 

人口ビジョン・ 
デジタル田園都市構想総合戦略 

人口減少への対応や
地域創生に関わる分野を重点化

第６次宇都宮市総合計画 

第２期宇都宮市
まち・ひと・しごと創生総合戦略  

後期基本計画 
（宇都宮市デジタル田園都市

構想総合戦略） 

こ
れ
ま
で
（
別
々
に
策
定
）

今
回
（
一
体
化
）
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2 　市域の変遷と人口及び世帯数の変遷
　明治29（1896）年，市域面積17.99km2で市制を施行したのち，数回にわたって隣接地域を部分的に編入してきま
した。
　そして，昭和28（1953）年に施行された「町村合併促進法」により，全国において合併が一気に加速する中で，
本市も11町村との合併を行い，大幅に市域が拡大しました。
　さらに，地方分権改革に併せ，全国的に市町村合併が積極的に推進された「平成の大合併」では，平成19（2007）
年に 2町と合併し，現在の416.85km2の市域となりました。

1 　位置と地勢
　本市は，栃木県のほぼ中央，東京から北に約100kmの距離に位置し，面積は416.85k㎡で，県土の約6.5％を占めて
います。
　南北には東北新幹線，東北自動車道，国道 4号が，東西には北関東自動車道が市内を貫くなど，主要な交通が交
差する要衝にあります。

　広大で肥沃な関東平野のほぼ北端に位置し，高台か
らは南に関東平野の地平線，晴れた日には富士山の雄
姿を，また，北西には日光連山を望むことができます。
　市域の北部には丘陵地帯が連なり，北部から東部に
かけては鬼怒川が貫流し，中央には田川が流れるなど，
豊かで美しい自然に恵まれています。

宇都宮市の概要1

番号 年月日／事由 増減 総面積
（km2） 世帯数

人口 世帯当たり
人員

人口密度
（人/km2）総数 男 女

① 明治29年 4月 1日
市制を施行 17.990 6,991 35,233 17,706 17,527 5.04 1,958

② 昭和 9年 1月 1日
姿川村大字鶴田の一部を編入 0.476 18.466 17,358 83,561 41,533 42,028 4.81 4,525

③ 昭和14年 4月 1日
城山村大字駒生の一部を編入 0.879 19.345 18,268 86,824 42,746 44,078 4.75 4,488

④ 昭和17年 7月 1日
平石村大字峰を編入 0.84 20.185 18,884 90,377 44,648 45,729 4.79 4,477

⑤
昭和24年 4月 1日
豊郷村大字大曽の一部（0.897），
横川村大字平松の一部 （0.218）を編入

1.115 21.300 23,852 108,389 52,995 55,394 4.54 5,089

⑥
昭和26年 6月 1日
平石村大字上平出及び上越戸の一部（0.891），
豊郷村大字竹林及び今泉新町の一部（0.169）を編入

1.06 22.360 24,442 109,869 53,462 56,407 4.5 4,913

⑦
昭和27年 4月 1日
横川村大字江曽島の一部（1.659），
姿川村大字西川田及び鶴田の一部（0.679）を編入

2.338 24.699※
28,376 127,670 62,393 65,277 4.5 4,109

⑧ 昭和27年 6月 1日
国本村大字戸祭及び大字宝木の一部を編入 6.367 31.066

⑨ 昭和28年 6月 1日
豊郷村大字竹林及び今泉新町の一部を編入 0.121 31.187 29,472 130,842 63,789 67,053 4.44 4,195

⑩ 昭和29年 8月 1日
河内郡平石村を編入 26.16 57.347

41,550 198,982 97,654 101,328 4.79 733

⑪ 昭和29年 8月10日
芳賀郡清原村を編入 41.78 99.127

⑫ 昭和29年 9月25日
河内郡横川村を編入 21.07 120.197

⑬ 昭和29年10月 1日
河内郡瑞穂野村を編入 20 140.197

⑭

昭和29年11月 1日
河内郡城山村（39.70），豊郷村（25.00），国本村
（25.00），富屋村（17.30），篠井村の一部（分村／
23.86）を編入

131.36 271.557

⑮ 昭和30年 4月 1日
河内郡雀宮町（17.40），姿川村（23.90） を編入 41.3 312.857 45,143 227,827 113,278 114,549 5.05 728

⑯ 昭和32年 4月 1日
古賀志町の一部を鹿沼市へ編入 －0.327 312.53 47,327 232,819 115,532 117,287 4.92 745

⑰ 平成元年11月10日
建設省国土地理院による改訂 312.16 139,733 423,967 211,177 212,790 3.03 1,358

⑱ 平成19年 3月31日
上河内町と河内町を編入 104.68 416.84 205,303 507,833 253,862 253,971 2.473578 1,218

⑲ 平成27年 3月 6日
国土交通省国土地理院による改訂 416.85 217,977 519,283 259,322 259,961 2.382283 1,246

⑳ 令和 4年 1月 1日 416.85 232,346 516,498 258,212 258,286 2.22 1,239

出典）宇都宮市推計人口・世帯（昭和60年まで各年12月末日，昭和61年より各年 1月 1日）
※昭和61年以降はｎ＋ 1年の人口・世帯等を掲載

■広域地形図

■前景に農地と集落，屋敷林，背景に日光連山

■宇都宮市の位置
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4 　本市のこれまでのまちづくり
　本市は，人口減少・人口構造の変化を見据え，持続的に発展できる都市の姿として「ネットワーク型コンパクト
シティ（ＮＣＣ） ※」を掲げ，本計画が目指す「スーパースマートシティ」につながる取組を推進してきました。

5 　ＬＷＣ（Liveable Well-Being City）指標から見た本市の「暮らしやすさ」
　ＬＷＣ指標は，市民の視点から「暮らしやすさ」
と「幸福感（Well-being）」を数値化・可視化し
た指標です。中でも「暮らしやすさの客観指数」
は身体・社会・精神の健康に関わる，地域の生活
環境の測定指標22のカテゴリーで構成されていま
す。
　本市においてＬＷＣ指標を活用すると「自然災
害」や「公共空間」，「デジタル生活」などで偏差
値が高く，全体的にバランスの取れたまちである
ことが分かります。

3 　圏域における本市のポテンシャル
　本市は，歴史的・地理的条件により，古くから交通の要衝として発展してきており，現在は，北関東の中核都市
として，経済・情報・教育・文化・医療・福祉・行政など様々な都市機能が集積しています。
　都市圏の定義の一つである都市雇用圏 ※で見ると，宇都宮都市圏は14市町にまたがり，圏域の人口は106万人とな
り，単独の中核市を中心とする都市圏では最大の人口規模を有しています。
　こうした特性から，本市は，市域を越えた広域的な視点においても，経済や生活，交流などの拠点として，圏域
の発展をリードする役割を担っています。

出典）一般社団法人スマートシティ・インスティテュート

■中核市の都市圏の人口比較

■宇都宮市の都市雇用圏 ■県内他市町村の就業者通学者の流入状況
（15歳以上）
高根沢町 24.9%

芳賀町 22.9%

上三川町 21.9%

さくら市 18.8%

市貝町 18.7%

壬生町 16.4%

鹿沼市 15.3%

塩谷町 13.8%

下野市 13.2%

那須烏山市 12.6%

真岡市 10.7%

日光市 10.6%

益子町 10.6%

出典）令和 2年国勢調査
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10 - 15 %
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宇都宮市
鹿沼市

日光市
塩谷町

さくら市

那須鳥山市

市貝町

益子町

芳賀町

高根沢町

真岡市

上三川町

下野市

壬生町

※　ネットワーク型コンパクトシティ（ＮＣＣ）：中心市街地や駅周辺，産業や観光に魅力がある地域などを拠点として集約（コンパクト化）し，それらを
利便性の高い公共交通などで連携（ネットワーク化）した都市※　都市雇用圏：中心市を設定した上で，その都市に通勤する人が一定割合（10％以上）いる周辺市町村を合わせて都市圏と定義
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　本市においても，女性の社会進出やライフスタイル・価値観の多様化などを背景に未婚化・晩婚化が進んでおり，
合計特殊出生率 ※が急激に低下しています。若い世代の東京圏への転出超過の拡大とあわせて，人口減少の進行に
拍車をかけており，対策が急務となっています。

1 　人口
　今後，人口減少や少子・超高齢社会への人口構造の変化がより一層進行していくことが見込まれる中，社会保障
費の増大や行政サービスの水準の低下，地域コミュニティの希薄化や担い手の不足などが懸念されます。

データで見る宇都宮市の現状2

出典）宇都宮市統計書（上段左，下段左），人口動態調査（上段右），国勢調査（下段右）

■自然動態（出生・死亡）の推移
　少子化がさらに進行

■社会動態（転入・転出）の推移
　転出超過傾向に移行

■合計特殊出生率の推移
　出生率の減少が加速化

■市外への転入・転出の状況
　近隣地域にも転出超過が拡大

・合計特殊出生率は全国，栃木県内よりも高い水準で
すが，その減少幅は全国や栃木県内と比べて大きく
なっています。

・東京圏への転出超過数が拡大しています。2015年か
ら2020年にかけては，栃木県内からの移動の傾向が
転出超過へと変化しています。

・出生数の減少，死亡数の増加により，直近 5年間で
自然減が続いています。
・出生数は 5年前から約 2割減少しています。

・市外からの転入人口は年々減少しており，直近 5年
間では転出数が転入数を上回る社会減の年もみられ
ます。

死亡数

約2割減少

出生数  ー  死亡数

出生数

差が拡大

2018→2022
増加

減少

-222 

-1,421 

4,556 4,556 
3,752 3,752 

4,778 5,173 

2017 2018 2019 2020 2021

1.42

1.36

1.46

1.39

1.57

1.41

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

宇都宮市

国

栃木県

減少幅が大きい

-0.16

898 

-547 

20,978 

20,080 

2017 2018 2019 2020 2021

転入    ー     転出

18,006 

18,553 

市内への
転入

市外への
転出

転入＜転出

九州・沖縄
中国・四国
近 畿
中 部
東 京 圏
  うち県内
関 東
東 北
北 海 道

転出超過 転入超過
転入－転出

2010→2015 2015→2020
転出超過に変化

東京圏への転出超過が拡大

4000 3000 2000 1000 0 1000

出典）国勢調査（上段左右，下段左），住民基本台帳各年12月末日現在（下段右）

■人口の推移
　人口は減少局面へ突入

■世帯数の推移
　世帯の単身化が進行

■年齢区分別人口割合の推移
　少子超高齢社会が進行

■外国人人口の推移
　外国人人口は増加傾向

・国勢調査では，2020年においても人口は増加を続け
ていますが，人口の増加幅は年々減少傾向にありま
す。

・人口が減少する中で世帯数は増加を続け，一世帯あ
たりの人数は減少傾向にあり，世帯の単身化・少人
数化が進んでいます。

・ 4人に 1人が65歳以上の超高齢社会です。
・老年人口が多く，年少人口が少ない人口構造へと急
激に転換しています。

・外国人人口は近年増加傾向にあります。
・新型コロナウイルス感染症の影響により2019年から
2020年にかけては増加に歯止めがかかっています。

宇都宮市の総人口（2020 年時点）

518,757人
1980 -1990 1990 -2000 2000 -2010 2010 -2020

5.6万人

1970 -1980

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

8.5万人 2.2万人 2.4万人 7千人

過去５年間の人口増減

人口増加幅は年々減少

年齢３区分別人口割合
1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

生産年齢
人口

年少人口

老年人口

19.6
13.0

70.3
61.2

10.1

25.9

老年化指数＝老年人口　  /年少人口　 ×100
51.4 199.0

４人に１人が老年人口１人

-6.6

-9.1

+15.8

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

宇都宮市の世帯数（2020 年時点）

230,546人 2015-2020

約8.6万

総世帯数

3.8

2.3

1 世帯あたり人員
約23万

1.3万増

減少傾向

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

宇都宮市の外国人人口（2020 年時点）

9,337人
2015 - 2020

1,240人増

外国人人口

近年は増加傾向

※　合計特殊出生率：「15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で，1人の女性がその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの
子ども数に相当
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3 　安全・安心
　近年，異常気象により世界各地で自然災害が頻発化・激甚化しており，本市においても，令和元年の東日本台風
災害では，市内に浸水被害が発生しました。
　また，近い将来において，大規模地震が発生することの切迫性も指摘されており，安全・安心を確保する取組の
重要性がより一層高まっています。

2 　地域経済
　本市は，宇都宮・清原をはじめとした工業団地を有することや，栃木県の中心的な都市であることから，製造業
や卸売・小売業等の企業が集積しており，活発な経済活動が行われています。
　一方で，人口減少や若年層の東京圏への人口流出が今後も続くと，市内の各産業において，人材不足や市場規模
の縮小などの進行が危惧されます。

出典）宇都宮市立地適正化計画（防災指針）

■水害・土砂災害のリスク
　浸水等リスクを的確に捉えた取組を推進

・関東から九州の広い範囲で被害が発生するとされる南海トラフ地震と，首都中枢機能への影響が懸念される首
都直下地震は，今後30年以内に発生する確率が70％と予想されています。

　水災害について，ハザード情報等と都市情報の重ね合わ
せにより，誘導区域等における災害リスクを分析し，課題
を抽出し，市民の生命・財産を守る取組を推進しています。

・実際に被害が生じた東日本台風等と同規模の既往最大降
雨（概ね150～200年に 1回程度等）に対して，浸水被害
の軽減・解消を目指した総合治水・雨水対策推進計画の
「流す」，「貯める」対策と連携しながら，避難情報の発信
や伝達体制の強化などの「備える」対策により，誘導区
域等における安全性の確保に取り組みます。
・また，想定最大規模（概ね1,000年超に 1回程度）の降雨
に対しても，災害リスク情報の積極的な提供による避難
体制の充実・強化等の安全性をより高めるための「備え
る」対策に取り組むことで，誘導区域等における人的被
害の防止に取り組みます。

出典）内閣府

■想定される大規模地震
　今後30年以内に大地震の発生が予想される

出典）令和 3年経済センサス活動調査（上段左），2020年工業統計調査/平成28年経済センサス活動調査/令和 2年市町村別農業産出額（推計）
　（上段右） 宇都宮市統計書（下段左），宇都宮市観光動態調査（下段右）

■産業別従業者数構成比（上位 3業種）
　産業構造は卸売・小売業等が上位

■農地面積・農家人口の推移
　農業従事者が大幅に減少

■中核市との比較
　全国的にも高い水準

■観光入込客数の推移
　新型コロナウイルス感染症の流行以前は好調に推移

・従業者数の構成比が高い産業は，卸売業・小売業
（19.9%），医療・福祉（12.7%），製造業（12.5%）と
なっています。

・農業の基盤となる経営耕地面積と農家人口・農業従
事者が減少傾向にあります。

・製造品出荷額，年間商品販売額，農業産出額など，
いずれも中核市内で上位にあります。

・観光入込客数は横ばいで推移していましたが，2020
年以降，新型コロナウイルス感染症の影響を受け大
きく減少しています。

0.4%
0.0%

6.2%
12.5%

0.4%
1.8%
4.2%

19.9%
3.1%
2.5%
3.8%
7.1%

4.0%
5.4%

12.7%
0.7%

10.8%
4.3%

農林漁業
鉱業，採石業，砂利採取業

建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業
医療，福祉

複合サービス事業
サービス業（その他）

公務

順位 比率

（平均を１）

製造品出荷額等
約 2兆 1,882億円 6位 2.3
年間商品販売額
約 2兆 6,144億円 3位 2.2
農業産出額
約 181億円 9位 1.8

中核市（全国で 62都市）

減少傾向

農家人口

農業従事者

経営
耕地面積
（ha）

10,776
9,472

24,960

11,568

15,821

8,138

2005 2010 2015 2020

10,470 9,899

13,779
10,360

20,623

15,235

増加傾向

1,384 1,375
1,513 1,477

747

894

107 145 162 161 103 120

2008 2013 2018 2019 2020 2021

入込客数

宿泊者数

コロナ下
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5 　土地利用・交通
　本市では，これまで人口増加を背景に市街地が拡大してきましたが，今後，人口減少が本格化する中では，中心
市街地を始めとした市内各地域の低密度化が進み，生活関連サービスの利便性の低下が懸念されます。
　また，超高齢社会が進行し，自動車の運転に不安を抱える高齢者の増加が見込まれる中で，過度に自動車に依存
した社会のままでは，移動の確保が困難になる市民が増加することが懸念されます。

4 　環境・エネルギー
　地球温暖化による気候変動の影響をできる限り小さくするためには，市民一人ひとりが今すぐ行動を起こし，2050
年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする，カーボンニュートラルを実現することが不可欠です。
　2050年にカーボンニュートラルを実現するためには，より一層の取組強化により，2030年に2013年比で50％の削
減が必要です。

出典）土地利用現況調査（上段左），国勢調査（上段右），宇都宮市パー
ソントリップ調査（下段左）

■土地利用面積の変化
　農用地・山林等の市街地化が進行

■代表交通手段分担率の推移
　自動車が約 7割

■DID 面積・人口密度の推移
　市街地の拡大が進行

・2011年から2020年にかけて，市域に占める建物用地
の割合が増加し，一方で農用地や緑地，森林等の利
用が減少しています。

・代表交通手段の分担率は，2005年から2015年にかけ
て自動車の分担率が増加し，自動車が全体の約 7割
を占めている状況です。

・人口の増加と比例して人口集中地区（ＤＩＤ ※）が
拡大し，同時に中心部と郊外部における密度のメリ
ハリが少なくなってきています。

減少 増加

66.6

62.6

18.7

23.4

8.5

8.7

6.3

5.3

0% 100%

2011

2020

自然的土地利用 建物用地 交通用地
その他

自然的
土地利用 建物用地

-4.0 ＋4.7

横ばい傾向

増加傾向

2,640

5,150
6,270

6,850 7,100
7,780

1970 1980 1990 2000 2010 2020

DID 面積 (ha）

/h

51.3 53.2 52.9 54.1 51.9 

71.2 

増加

3.7 4.3 
1.8 2.3 

69.3 64.2 

1.3 1.0 
12.1 15.0 

11.9 13.2 

0%

100%

20152012

徒歩・その他

自転車

自動二輪車

自動車

バス

鉄道

■温室効果ガス排出量の推移・構成比
　民生部門を中心に温室効果ガス排出量は減少傾向

14.2％減

38.5%

構成比

6.9％減418 411.6 403.5 410.2 425.8 411.5 389.1

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

産業

民生（家庭）

民生（業務）

運輸

廃棄物

その他ガス

78.3

96.2

68.8

97.3

27.3%

17.7%
20.8%

25.0%

1.6%
7.6%

・温室効果ガス排出量は2013年度と比べて6.9％の減少となっています。特に，排出量の約 4割を占める家庭・業
務部門で，▲14.2％と大きく減少しています。

出典）宇都宮市資料（上段），自治体排出量カルテ（下段左），宇都宮市資料（下段右）

■再生可能エネルギー導入量の推移・構成比
　太陽光発電設備の導入が進む

■ 1日 1人あたりの焼却ごみ排出量の推移
　ごみ排出量は横ばい傾向

・太陽光発電を中心に再生可能エネルギーの導入容量
が順調に増加しています。

・焼却ごみの 7割以上が家庭から排出されています。
1 日 1 人あたりの排出量は近年では750g/人・日程
度と横ばい傾向です。

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

27.0万kW

再生可能エネルギー導入容量累積

バイオマスバイオマス

3%

水力水力

0%

太陽光太陽光

97%

11.8万kW

増加傾向
横ばい傾向

１日１人あたりの焼却ゴミ排出量（g/ 人・日）

う
ち
家
庭
系
の
割
合

756 758 769 767 755

2017 2018 2019 2020 2021

70.1% 70.4% 70.0% 73.4% 73.3% 

※　人口集中地区（ＤＩＤ）：原則として人口密度が 1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して，それらの
隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000人以上を有する地域
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3 　脱炭素社会構築に向けた要請の高まり
　気候変動により激甚化・頻発化する自然災害をはじめ地球規模で環境問題が深刻化する中で，2015年のＳＤＧｓ
やパリ協定 ※ 1の採択等を受け，国際的に環境・エネルギー問題に対する関心が高まっています。
　そのような中，本市では，国際社会の一員としての責任を果たしていくため，2021年に，2050年までに二酸化炭
素実質排出ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言するとともに，2022年に「宇都宮市カーボンニュートラル
ロードマップ」を策定し，脱炭素化に向けて取り組んでいます。
　また，新型コロナウイルス感染症の拡大により各国や地域が経済的な打撃を受ける中で，経済危機からの復興と
地球温暖化対策などの環境政策を融合させる「グリーン・リカバリー」が世界的に重要視されています。

時代潮流の変化を踏まえ，必要となるまちづくりの視点

●日常生活や経済活動などのあらゆる場面から排出される温室効果ガスを実質ゼロにするためには，一人ひと
りが脱炭素型のライフスタイルに変革する必要があります。
●日常生活等で使用する電力の脱炭素化を進めるためには，地域ポテンシャル を生かした再生可能エネルギー
を積極的に創出・利用していく必要があります。
●都市・地域構造や社会経済システムは二酸化炭素排出量に大きく影響を与え続けることから，脱炭素社会に
ふさわしい社会経済システムに変革していく必要があります。

4 　新型コロナウイルス感染症等による人々の価値観の変容
　新型コロナウイルス感染症の流行をはじめ，国際的な地政学リスク ※ 2の高まり，原油価格・物価の高騰など，我
が国を取り巻く情勢は大きく変化を続け，私たちの社会経済に深刻な影響を与えています。
　一方で，テレワークやオンラインを利用したコミュニケーションなどを取り入れた，場所にとらわれない新しい
働き方が普及するなど，社会のあり方や人々の価値観に急速な変化が生じています。
　また，こうした働き方や暮らし方の変化に伴い，若者の地方移住への関心が高まるなど，地方への新たな人の流
れが生まれており，今後更に拡大していくことが期待されています。

時代潮流の変化を踏まえ，必要となるまちづくりの視点

●新型コロナウイルス感染症の流行などにより，社会のあり方や人々の価値観の変化が続いており，それらに
迅速・柔軟に対応したまちづくりを進めていく必要があります。
●地方移住に対する関心の高まりなど，新たな人の流れを的確に捉え，東京圏から本市への移住促進に向けた
取組など，本市の持続可能な発展につながる取組を強化していく必要があります。

1 　人口減少・少子超高齢化の深刻化
　我が国では少子高齢化が急速に進行した結果，総人口は2008年をピークに減少しています。2017年に国立社会保
障・人口問題研究所が実施した将来推計によると，2053年には日本の総人口は 1億人を下回ることが予測されてお
り，人口構成も変化し，高齢化率の上昇，現役世代の割合の低下により，2050年には65歳以上の者 1人に対して1.4
人の現役世代という比率になる見込みです。
　そのような中，2020年の出生数は，全国・本市ともに過去最少となりましたが，2015年から2020年の 5年間にお
ける出生数の減少率は全国で16.4％であるのに対して，本市では24.0％となっており，全国を上回るペースで少子化
が進行しています。
　さらに，2025年頃には人口ボリュームの大きい団塊の世代が後期高齢者の年齢に達することが見込まれています。

時代潮流の変化を踏まえ，必要となるまちづくりの視点

●将来にわたって活力ある社会・経済を維持していくためには，少子化に歯止めをかけることが喫緊の課題で
あり，結婚や出産，子育てしやすい環境づくりに地域や企業など社会全体で取り組んでいく必要があります。
●超高齢社会における新たな社会システムを構築することが急務となっており，高齢化に対応したまちづくり
の取組を強化する必要があります。

2 　デジタル化の急速な進展
　近年，デジタル技術の進展や新たなデジタル関連サービスの登場等を背景にＩｏＴ ※ 1，ＡＩ ※ 2や自動運転，ド
ローン，データ連携基盤などの新たな技術が急速に社会に浸透してきています。
　国では2021年に「デジタル社会形成基本法」を制定するとともに，2022年には「デジタル田園都市国家構想基本
方針」を策定し，デジタル社会の実現に向けたデジタル実装を通じた社会課題の解決を目指しています。
　一方で，情報セキュリティや個人情報保護に対する不安や，デジタル技術を活用できる人とそうでない人との間
に格差（デジタルデバイド）が生じています。

時代潮流の変化を踏まえ，必要となるまちづくりの視点

●地域を構成する市民・事業者・地域団体・行政がそれぞれの立場でデジタル化に取り組み，互いに協力・連
携していけるよう，デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進に向けた環境の構築やデジタル人
材の育成・活用などに取り組む必要があります。
●また，誰もが安全に，安心してデジタル技術を活用できるよう，あらゆる市民がデジタルサービスを利用で
きる人に優しいデジタル化や情報セキュリティ対策，個人情報等の取扱いの明確化を進める必要があります。
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※ 1　パリ協定：京都議定書に代わる，2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組み
※ 2　地政学リスク：ロシア・ウクライナ情勢に伴う物流の停滞や政治的不安など

※ 1　ＩｏＴ：自動車，家電，ロボット，施設などあらゆるモノがインターネットにつながり，情報のやり取りをすること
※ 2　ＡＩ：Artificial Intelligenceの略で「人工知能」と訳される。人工的な方法による学習，推論，判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により
実現した当該機能の活用に関する技術のこと


